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資料３－１



ガイドラインを基準に業務を行い、細かい点については補足事項に定める。
本市が定めた補足事項の主な内容
1. 使用者に対し、「固定資産使用者届」（次頁 様式１）の提出を求める。
2. 使用実態の把握のための電気・ガス・水道の利用状況調査については、契約先の特定が困難

な場合、水道局への調査により判断する。
3. 翌年度以降については、書面調査、現地確認を行い、利用状況に変更が無ければ、使用者

に同意書である「固定資産使用者届（継続用）」（次頁 様式２）の提出を求める。

地方税法第343条第５項の規定の適用に係る留意事項について （ガイドライン）

「さいたま市使用者課税事務ガイドライン補足事項」（R３.１月策定）
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様式１ 固定資産使用者届 様式２ 固定資産使用者届（継続用）



所有者不明土地等の件数
令和２年度に把握していたもの

使用者課税調査件数
令和３年度課税に向けて調査をしたもの

使用者課税件数
令和３年度に課税ができたもの
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変則型登記（字持地の登記）のケース
大字持の土地を月極駐車場として利用。

↓
現地の看板の連絡先へ使用者について情報提供を求める。

↓
管理会社より使用者（自治会）の情報提供あり。

↓
【令和２年11月】 相手方へ使用者課税を行う旨説明。

↓
【令和３年１月】 使用者届及び関連書類の提出を求める。

↓
【令和３年４月】 書類提出あり。

令和３年度より使用者課税開始。
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※画像はイメージです。



5

離婚した配偶者の親の土地に家屋を建築
本人死亡後、相続放棄により所有者不明となったケース
※登記名義人Aは配偶者Bと離婚。離婚後も同居。A死亡後も元配偶者Bが住み続ける。
 家屋登記名義人：Ａ死亡 納税義務者：相続人不存在（相続放棄）

収納部門より情報提供（令和３年１月１日時点 相続関連調査済）
↓

【令和３年１月】
住民票、水道利用状況調査。
使用者B、弁護士へ使用者課税について説明し書類の提出を求める。

↓
書類の提出なし。使用者の指定通知を送付。

↓
【令和３年７月】
令和３年度当初に遡って使用者課税開始。

【参考】土地登記名義人：Ｃ死亡 納税義務者：現所有者Ｂ（Ａの元配偶者）
現所有者Ｄ（Ｂの親）

※画像はイメージです。



１ 該当筆に数年前に居宅を新築（土地）
該当筆に隣接する土地の購入者が、該当筆に跨り居宅を新築。

該当筆は相続人不存在として亡相続財産としていたが、
令和２年度の調査で他に相続人がいることが判明。

現所有者申告を促したところ相続放棄を予定とのこと。

今後は、居宅の所有者へ説明を行い、使用者課税を行う予定。
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※画像はイメージです。



２ 車庫として利用（土地）
数年前から相続人不存在のため亡相続財産として課税。

令和２年度の調査で、他に相続人がいることが判明。

他の相続人へ現所有者申告を促しているが、相続放棄により
相続人不存在となった場合は、使用者課税を行う予定。

使用者についても調査中。
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※画像はイメージです。



1. 相続人を調査する過程で相続を放棄された場合は、そこからまた現
所有者の調査を開始することとなり、長ければ数年を要するため、事
務の引継や他課との連携等、組織的な対応が必要となる。

2. 現所有者や使用者の特定、不明返戻調査の実施に際しては、日
中に居住の有無が判断できなかった場合は、夜間や早朝に出向く
等、特定が困難な案件が多く、事務的負担が大きい。

3. 本市においては、トラブル回避のため使用者に固定資産使用者届
の提出を求めているが、協力が得られないこともあり対応に苦慮して
いる。

8



9

1. 調査から書類受領までの一連の手続を完了するには、複数年度を
必要とするケースが多く想定されるため、客観的に使用者であること
が確認できた場合は、遡及して固定資産税を課することができること
をガイドラインに記載していただきたい。

2. 居住や事業等の使用の実態は、ガイドライン上でライフラインほか各
種契約や資産の保有状況等により客観的に判断することが望まし
いこととされているが、電気、ガス等の調査には時間がかかるため、当
市においては、最も重要なライフラインであり、また、同じ市の組織で
ある水道を優先的に調査している。
⇒固定資産の契約状況や水道の利用状況を優先して判断する等、
判断材料に優先順位をつけることとしてはいかがか。


	さいたま市におけるみなし所有者課税（使用者課税）の取組について
	さいたま市の使用者課税の取組について
	スライド番号 3
	本市における所有者不明土地等の状況と使用者課税について
	使用者課税の具体例１（土地）
	使用者課税の具体例２（家屋）
	現在検討中の事例１
	現在検討中の事例２
	制度運用上の課題
	運用改善に関する提案・要望�

